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気候変動イニシアティブ 共同代表

自然エネルギー財団 上級顧問

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン 諮問委員

Climate Reality Lader

セルジオ加藤

第3回 川崎臨海部 フォーラム
『世界、そして日本が進むべき脱炭素の道筋』

「地球沸騰化だ！
待ったなし！」
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発表内容は報告者個人の見解に基づくものです。



パリ協定が掲げる脱炭素社会の実現に向け、気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体、
NGOなどの非政府アクターが、情報交換や連携を強化するためのネットワーク

気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative ）

企業 (592)

金融・投資機関 (64)

自治体 (39)

大学・研究機関 (9)

事業者団体 (4)

消費者団体 (12)

文化施設・宗教団体 (4)

NPO/NGO等 (131)

メンバー団体一覧：https://japanclimate.org/#section-4

川崎市・川崎商⼯会議所・NPO 法人アクト川崎も参加

https://japanclimate.org/#section-4
https://japanclimate.org/#section-4
https://japanclimate.org/#section-4


自己紹介 ＜Sergio Kato＞
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1982年   株式会社リコー 入社
国内営業から海外事業へ

1990年〜 リコーヨーロッパB.V. (オランダ) ： OEM
                リコーイタリア ： JVで外様

リコーヨーロッパPLC（英国）：販社統合
2010年〜  グローバルマーケティング本部

グローバルMDS立上げ（モノからコトへ）
2015年〜 サステナビリティ推進本部長：

2017：日本企業初RE100参加
2021年〜 リコーグラフィックコミュニケーションズ プレジデント
2023年〜 気候変動イニシアティブ 共同代表

趣味： 「狂言」 日本の伝統芸能
「神輿」



公式スポンサーロゴ

・環境経営の取り組みが評価され、仏政府からスポンサーの打診を受けた。

・再生複合機53台、プリンタ124台で会場全体のプリンティング環境を提供。

2015年 ＣＯＰ21 パリ協定
パリ協定の合意直後の様子



2015年 SDGs（持続可能な開発目標）
2015年9月、全国連加盟国（193国）が採択した、より良き将来を実現するために今後15
年かけて極度の貧困、不平等・不正義をなくし、私たちの地球を守るための計画「アジェンダ
2030」 17のゴールと169のターゲット

「持続可能な開発目標 （Sustainable Development Goals: SDGs））

基本理念 No one will be left behind
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経営理念、経営戦略、ステークホルダーの期待を踏まえて、
日精が貢献できるSDGsゴールを抽出、マテリアリティを設定



本日お話すること

ーそもそも気候変動問題とは？

ー世界の潮流 進む世界の脱炭素化

ー日本と世界のギャップ

ー一方で広がる逆風：地政学リスク

ー進むべき道 WHY / WHAT / HOW

ー皆さんと考えたい・贈る言葉 6



気候変動？（Climate Change）

否
気候危機（Climate Crisis）

（Climate Chaos）
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地球温暖化？（Global Warming）

否
地球沸騰化（Global Boiling）

待ったなし
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出典：The Climate Reality Project
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Global Boiling  地球沸騰化

国連のグテーレス事務総長

「地球温暖化の時代は終
わってしまった。地球沸
騰時代が始まっている」

「最悪の気候ケイオスを
避けるチャンスはある」。

「我われは一刻も無駄に
できない」



気候危機の回避（待ったなし）

WMO:

• 200万人超の死者
• 4兆3000億ドル（約595兆円）経済損失
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大船渡山火事 出典 : 日テレNEWS NNN 熊本豪雨 出典 : NHK
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日本、大阪、関西国際空港
2018 年 9月 4日

関西国際空港は、
浸水のため10日間
閉鎖された。

© 2018 The Asahi Shimbun via Getty Images 出典：The Climate Reality Project



日本、岩手県大船渡市
2025年3月2日

2025年3月初旬、日本は

ここ数十年で最悪の

山火事に見舞われた

出典：The Climate Reality Project
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日本、東京

日本で海面水位が1メートル
上昇すると150兆円の資産が

危険に晒される

Source: WWF

Photo © Onemu via Shutterstock 出典：The Climate Reality Project



日本では、気温が2°C上昇する
と海水面の上昇により

1,800万人
が住居を失う可能性がある。

出典：The Climate Reality Project
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科学的根拠 変化：IPCC統合報告書
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出典：The Climate Reality Project



2015年 COP21 パリ協定
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世界196か国「全ての国」が合意した初の気候変動対策の枠組み

① ２℃未満目標
気温上昇を産業革命前に比べ2℃よりかなり低く抑え、
更に1.5℃未満に抑えるため努力。

② 実施排出ゼロ 
 今世紀後半に温暖化ガスの正味排出ゼロを実現する。

 

③ 目標の引き上げメカニズム  
 目標を５年毎に検証・見直し（原則上方修正)。
 各国の目標と取組みを登録。透明性を確保。

上記のほか、適応能力強化、資金フローの確立、技術革新の促進など。



何故１.５℃を目指すことで合意？
• IPCC1.5℃特別報告書(2018)：



温室効果ガス排出の代償

$ 暴風災害

$ 山火事

$ 干ばつ

$ 洪水と土砂災害 $ 氷河の融解

$ 海洋酸性化

$ インフラの損失

$ 気候難民

$ 政情不安

$ 海水面の上昇

$ 飢餓

$ 水不足

$ 生態系の損失

$ 種の絶滅

$ 感染症

$ 生活様式

$ 「世界経済への脅威 第一位」……もっとさらに多くのものがある
出典：The Climate Reality Project



1.5℃に抑えるにはかなり頑張らないと・・。

出典： IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change)AR6

１.５℃にするには、

温室効果ガス排出を

2025年 ピーク

2030年 半減、

2050年 ネットゼロ

24

https://www.ipcc.ch/
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2022 COP28 ドバイ 世界の合意

出典：UNFCCCウェブサイト

出典：在イタリア米国大使館ウェブサイト

自然エネルギーを3倍
エネルギー効率を2倍

2030年までに
By 2030

温室効果ガス排出 ネットゼロ

電力部門の脱炭素化
2035年までに

石炭火力発電をフェーズアウト
2030年代前半
First half of 2030s

2050年までに



26出展：UNFCCCからWWFジャパン作成



国連特別報告書

転換の好機をつかむ：再税可能エネルギー・効率化・電化がエネルギー新時代を加速する

• 発行：2025年７月

• 執筆：国連事務総長室 気候変動対策チーム

• 協力機関：

国際エネルギー機関（IEA） 

国際再生可能エネルギー機関（IRENA） 

国際通貨基金（IMF） 

世界銀行 

経済協力開発機構（OECD）

など

• 日本語版公開：2025年9月、自然エネルギー財団

27出典：自然エネルギー財団・JCI共催[国連特別報告書日本語版発表記念シンポジウム] より



2015–2025年：パリ協定以降の成果①

新規導入設備容量

（GW）

153GW

585GW

2024年：

• 新規導入容量：

 再エネ：585GW

 化石燃料：43GW

→ 全電源の92.5%が再エネ

• 累積設備容量：

再エネ：4,448GW（2015年比+141%）

 化石燃料：4,548GW（同期間      +16%）

• 発電量のシェア：再エネ32%

• 蓄電容量： 89GW（2015年比+4,350%）

28出典：自然エネルギー財団・JCI共催[国連特別報告書日本語版発表記念シンポジウム] より

92.5%が再エネ

太陽光と風力は歴史上、最も急成長する電源



2015–2025年：パリ協定以降の成果②

新規再エネ設備の91%が、

新規化石燃料設備より低コスト

発電コスト（米セント/kWh） 設備容量（GW）

発電コストと設備容量

再エネは最安・最速の電源

2015年以降のコストの低下
太陽光：   –68%
陸上風力：–55%
洋上風力：–49%
蓄電池：   –93%（2010–2023年）

平均的な事業開始までに要する期間

• 太陽光・陸上風力：1～3年

→ 小規模太陽光はさら

に短期

• 石炭・ガス火力は5年以上

• 原子力は10〜15年

再エネは圧倒的に早く建設できる
29

出典：自然エネルギー財団・JCI共催[国連特別報告書日本語版発表記念シンポジウム] より



2015–2025年：パリ協定以降の成果③

クリーンエネルギー転換への投資：2024年に2兆米ドル超

→ 化石燃料への投資の2倍

マクロ経済効果：世界各国で経済成長と雇用を支える原動力

• 2023年：クリーンエネルギー分野は世界GDPに約3,200億米ドルを寄与：GDP成長の10%

（インド 5%、米国 6%、中国 20%、EU 約3分の1）

• クリーンエネルギー分野の雇用（直接・間接）は、2021年に初めて化石燃料分野の雇用を上回った

再エネの拡大は経済の成長のドライバー
30出典：自然エネルギー財団・JCI共催[国連特別報告書日本語版発表記念シンポジウム] より
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日本のGX（グリーントランスフォーメーション）政策

1. エネルギー安定供給に向けたGXの取組

⚫ 省エネルギー推進

⚫ 2030年度再エネ比率36-38%に拡大

⚫ 原子力の活用

⚫ 水素、アンモニア、LNG、蓄電池、カーボンリサイクル

Reference: Climate Integrate “What is Green Transformation (GX)” https://climateintegrate.org/archives/2700

METI GX basic policy documents https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002.html

2. 「成長志向型カーボンプライシング構想」

⚫ 今後10年間で20兆円 GX経済移行債 先行投資

⚫ 2026年度より自主的排出量取引

⚫ 2033年度より発電事業者に有償

⚫ 2028年度より化石燃料輸入者を対象とした炭素賦課金GX投資の加速とサステナブルファイナンス

GXの取組を加速するため、今後10年間に150兆円超の官民投資をめざす

32

https://climateintegrate.org/archives/2700
https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002.html


世界と日本：自然エネルギー目標

出典(左図)：IEA, “Net Zero Roadmap, A Global Pathway to Keep the 1.5 °C Goal in Reach” (2023)より自然エネルギー財団作成

IEAネットゼロシナリオ

出典(右図)：EMBER, Global Renewable Power Sector Targets 2030より自然エネルギー財団作成

2030年目標

https://iea.blob.core.windows.net/assets/8ad619b9-17aa-473d-8a2f-4b90846f5c19/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/8ad619b9-17aa-473d-8a2f-4b90846f5c19/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/8ad619b9-17aa-473d-8a2f-4b90846f5c19/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/8ad619b9-17aa-473d-8a2f-4b90846f5c19/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/8ad619b9-17aa-473d-8a2f-4b90846f5c19/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf
https://ember-energy.org/data/global-renewable-power-sector-targets-2030/


過去を切れぬ日本：
石炭縛りで動かぬ/動けぬ

15年7月：「長期エネルギー需給見通し」

・2030年 再エネ 22～24％、

・ 石炭火力26%

18年7月：「第5次エネルギー基本計画」

・2030年 再エネ 22～24%、

・ 石炭火力 26%

21年4月： NDCを▲46％へ引き上げ

21年10月：「第6次エネルギー基本計画」

・2030年度 再エネ 36～38％

石炭火力 19％

25年2月 「第7次エネルギー基本計画」

・2040年 再エネ 40～50％

・ 火力発電 30～40％
34

石炭火力発電： 27.8％
火力発電全体： 60.7％



海外の目：日本のGXは世界合意に不一致
InfluenceMap：気候リスクシンクタンク（本社ロンドン）

① IPCC 対 日本のGX政策
・気候変動政策

  拘束力、カーボンプライシング → 不整合

・電力の脱炭素化

  石炭、アンモニア、ガス発電 → 不整合

・産業の移行

  自動車の電動化 → 不整合

② GX推進策へのコメント
・CO2排出削減の実態が見えない
・重⼯業の影響が強く
・雇用の7割を占める金融・小売り・建設などが
関与せず 等

2024/８/27 岐路に立つ日本の気候政策

35



世界から見た日本 リスクと機会

• RE100からの提言

https://www.there100.org/japan-energy-security
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トランプ政権の気候変動政策
1. パリ協定からの離脱

2. 石油・天然ガスの増産を促進 

3. 環境規制の大規模な緩和
4. 洋上・陸上風力発電の許可停止・申請制限
5. EVインフラへの投資凍結
6. 国際・外交への波及

逆風： エネルギー不安・リスク

地政学
1. 紛争・資源争奪・エネルギー供給問題

2. 高金利・インフレによる開発コスト増
3. 送電網の未整備



39

再エネ拡大は止まらない
1. 米国：2024年新規発電容量の84％は太陽光

2. 再エネへの強気な投資動向は加速
3. 米国経営者の90%は、2035年までに石炭火力発電
の段階的廃止を支持

4. 気候危機のあらゆる産業界への影響
5. バッテリーのスペックアップ・コストダウン

逆風の中でゆるぎない移行

再エネへの移行
1. 国の安全保障に寄与
2. エネルギーコストダウンに寄与



40

再エネ： 自然環境配慮・地域共生 大事

日本の電力需要トータル

太陽光
ポテンシャル

自然環境考慮しないメガソーラーでなくても、日本の電力全体を賄えるポテンシャル

出典：太陽光発電産業の新ビジョン “PV OUTLOOK 2050
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ビジネス機会
ESG投資獲得

気候危機
回避

国際競争力 雇用・人権

エネルギー危機
回避

ビジネスパートナー 規制・訴訟
リスク回避

ビジネスモデル
崩壊の回避企業

自治体
国

何故 気候変動アクションを？



アジア気候変動投資家グループ（AIGCC）

The Economic Cost to Japan of Delayed Transition to Net Zero”

（ネットゼロ移行の遅れが日本にもたらす経済的コスト）

• 発行：2024年12月

• 執筆：アジア気候変動投資家グループ（AIGCC）

• NGFS（Network for Greening the Financial System）

中央銀行・金融監督当局の国際ネットワークの

気候経済モデルをベースに分析・策定

43出典：https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf

https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
https://aigcc.net/wp-content/uploads/2024/12/171224-Japan-Cost-of-Delay-Media-Stakeholder-Brief.pdf
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現行の気候変動政策シナリオ

GDPの10％の経済的打撃を受ける。

2030年で20兆円マイナス
2050年で64兆円マイナス

一人当たり年間所得

2030年までに約175,000円マイナス
2050年までに約600,000円マイナス

出典：Asia Investor Group on Climate Change(AIGCC) Report on December 2024

ネットゼロへの移行の遅れによる日本の経済的損失



45

脱炭素移行は、経済的損失を抑え、逆に成長機会

1.5度目標に沿ったシナリオ

＝経済成長ビジネスチャンス

• 再エネ拡大、省エネ推進、化石燃料依存
からの転換政策の加速

• 日本はテクノロジーとイノベーションの
リーダー

• 省エネ、バッテリー技術・電化、エネル
ギー効率、浮体式洋上風力技術など

2050年までにGDPで年間13兆円プラス。

出典：Asia Investor Group on Climate Change(AIGCC) Report on December 2024



世界経済フォーラム

The Cost of Inaction:

何もしないことのコスト

A CEO Guide to Navigating Climate Risk

• 発行：2024年12月

• 執筆：World Economic Forum（世界経済フォーラム）

• 気候変動による物理的リスク（extreme weather など）と

移行リスク（規制、炭素価格、技術変革など）が既に企業に

重大な影響を与えている現実を踏まえ、「何もしなかった場合の

コスト」と「今行動することの機会」を試算した、企業経営層への

ガイド

46出典： https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf

https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf
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2000年以降
累積で3.6兆ドル（540兆円）
の損害
この20年で倍以上に拡大

2024年9月のHurricane Heleneだけで
1000億ドルの経済的損失。

2℃シナリオで、発生頻度 5.6倍
4℃シナリオで、発生頻度 9.4倍

気候変動による経済的損失（過去20年）

出典： https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf

https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf
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気候リスクに適応できなかった企業は、2035年までに年間
収益の最大7%を失う可能性

気候変動による経済的損失（将来）

出典： https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf

High : 化石燃料主導・成長優先

EBITDAに対する年間固定資産損失
率（企業平均）

年間固定資産損失総額
（＄Bil＝1500億円）

＄1070B＝160兆円

https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf
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2030年までに5兆ドルから14兆ドルに拡大
早く動く会社が競争優位を得る機会

ビジネス機会：グリーンマーケット

出典： https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf

優秀人材雇用
リテンション

売上向上

GHG排出削減
コストダウン
同時実現

規制リスク
低減

資金調達コスト
低減

https://reports.weforum.org/docs/WEF_The_Cost_of_Inaction_2024.pdf
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The vast majority of business executives in Japan would like to see the 

government transition away from fossil fuels :  

国際司法裁判所 歴史的な勧告的意見

「気候変動に取り組まないことは人権
侵害であり、倫理に反する, 違法」

Source : E3G, Beyond Fossil Fuels and We Mean Business Coalition : Powering up: Business perspectives on shifting to renewable electricity 

政府・企業

Pressure

Pressure



How to take Climate Actions？

どうすればよいの？

51

着実に「Ｎｅｔ Ｚｅｒｏ実現」への軌道に乗せる事

「国内経済基盤の大転換」と「サステナブル社会の建設」の促進

成否のカギを握るのが「自然エネルギーの最大限活用」



Just Transition 公正な移行

52

社会システム全体の変容

• 再エネ拡大：化石燃料からの脱却：再エネ3倍

• 省エネ：エネルギー効率２倍

• DXデジタル化による生産性向上

• 生産プロセスの電化・変革

• ZEB/ZEH：建造物のエネルギー効率化

• モビリティCASE：運輸の脱炭素化

• Circular Economy：循環型社会の構築

• Nature Positive：生物多様性配慮で自然再興

参照：IGES 1.5℃ロードマップ



本日お話すること

ーそもそも気候変動問題とは？

ー世界の潮流 進む世界の脱炭素化

ー日本と世界のギャップ

ー一方で広がる逆風：地政学リスク

ー企業の役割 WHY/WHAT/HOW

ー皆さんと考えたい・贈る言葉 53



グローバルの海事・港湾関連 脱炭素

54

International Maritime Organization：国際海事機関 の脱炭素
➢ 既存船に対する設計上の燃費効率
➢ 実運航ベースのCO₂排出強度評価
➢ 国際的な炭素価格（海運燃料課金）：低炭素燃料を使うほど有利な制度設計

➢ 燃料転換の促進 ：アンモニア、バイオ燃料等合成燃料（e-fuels）

◆International Association of Ports and Harbours：港湾国際協会
◆Global Centre for Maritime Decarbonisation：脱炭素グローバルセンター

港湾インフラ（bunkering）や再エネ電力が不可欠

再エネ、省エネ、循環型経済、バイオベース経済、代替輸送
燃料の導入、低炭素およびゼロ炭素燃料供給インフラ



川崎港湾の脱炭素

55

出典：東京港カーボンニュートラルポート形成計画

再エネ、省エネ、循環型経済、バイオベース経済、代替輸送
燃料の導入、低炭素およびゼロ炭素燃料供給インフラ
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川崎港湾の脱炭素 出典：東京港カーボンニュートラルポート形成計画



川崎カーボンニュートラルコンビナートへの期待
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社会システム全体の変容（再掲）

• 再エネ拡大：化石燃料からの脱却：再エネ3倍

• 省エネ：エネルギー効率２倍

• DXデジタル化による生産性向上

• 生産プロセスの電化・変革

• ZEB/ZEH：建造物のエネルギー効率化

• モビリティCASE：運輸の脱炭素化

• Circular Economy：循環型社会の構築

• Nature Positive：生物多様性配慮で自然再興

上記全てをバランスよく 参照：IGES 1.5℃ロードマップ
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贈る言葉

ご清聴ありがとうございました



ご参考
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東京港の脱炭素
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円滑な物流の実現やグリーン物流
➢ ふ頭の新規整備や再編整備
➢ 荷役や物流におけるＩＣＴ技術の活用
➢ モーダルシフト等の推進

エネルギーのグリーン化や省エネ化
➢ 全てのコンテナふ頭に再エネ導入
➢ 港湾エリアにおける上屋（屋上部）や臨

港道路（トンネル上部空間）を活用し、
太陽光発電設備を増設

➢ 港湾施設、倉庫等の省エネ化
➢ FC自動車やEVトラック等の活用

豊かな海づくり
➢ 藻場・浅場の形成等、ブルーカーボン生

態系の活用

出典：東京港カーボンニュートラルポート形成計画



横浜港の脱炭素

61

臨海部の脱炭素化
➢ 水素,アンモニア等によるエネルギー転換
➢ 再生可能エネルギーの導入
➢ 省エネ設備の導入

埠頭における脱炭素化
➢ 荷役機械の低・脱炭素化
➢ ＬＥＤ化及び再エネ電力の活用
➢ 次世代燃料のバンカリング
➢ 陸上電力供給設備の整備
➢ 車両の電動化やモーダルシフト

豊かな海づくり
➢ 藻場・浅場の形成等、ブルーカーボン生

態系の活用

出典：横浜港港湾脱炭素化推進計画【概要版】



石狩市の脱炭素
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➢再エネの「地産地活」

➢データセンター集積と地域DX実現

➢エネルギープラットフォーム構築と
地域内循環

➢建築分野における省エネ化

➢交通分野の脱炭素化

出典： 石狩市環境基本計画
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